
給与支払報告書（個人別明細書）
※ ※

※　区分 受給者番号

内 千 円 千 円 内 千 円 内 千 円

千 円 人 内 人 人 人 人 人 人 人

内 千 円 千 円 千 円 千 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

円 円 円

円 円

6

※　種　別 ※　整理番号

支 払
を受け
る 者

住
所 与那原町字与那原◯◯番地の◯

個人番号
1 2 3 4 5 1

役職名
氏
名

(フリガナ) 　ヨナバル　タロウ
与那原　太郎

6 7 8 9 1 0

種別 支　　払　　金　　額 給与所得控除後の金額 所得控除の合計額 源泉徴収税額

給与等
5 900 000 4 0

(源泉）控除対象配

偶者の有無等 配偶者(特別)控除の額
　　控除対象扶養親族の数(配偶者を除く)

16歳未

満扶養

親族の

数

障害者の数(本人を除く。）
非居住

者である

親族の

数
老人 特定

280 000 3 301 344

老人 その他 特別 その他

有 従有 従人 従人 従人

1 1
社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

1 1 1 1○ 380 000 1

48 900
(摘要) 前職：岩手山商事　令和5年3月31日退職

支払金額：1,478,700円　社会保険料：104,860円　源泉徴収税額：61,054円
与那原 一郎（非居住者）　　与那原　葉菜子（H9.11.10生 福岡市××）
与那原　葉菜子（身体障害者手帳　3級）

生命保険料の金額の内

訳

新生命保険料

の金額
33,000

旧生命保険料

の金額
50,000

介護医療保険

料の金額

411 344 120 000 50 000

2

10 1
住宅借入金等特別控除

区分(１回目) 住（特）
住宅借入金等年

末残高(１回目)

90,000
新個人年金の

金額
0

旧個人年金の

金額
78,000

旧長期損害保

険料の金額

所得金額調整

控除額

住宅借入金等特別控除

区分(２回目)

住宅借入金等年

末残高(２回目)

国民年金保険

料等の金額 0

基礎控除の額

与那原　町子
230,000

控除対象配偶

者

フリガナ ﾖﾅﾊﾞﾙ　ﾏﾁｺ 区

分 配偶者の合計

所得

住宅借入金等特別

控除可能額 100000
居住開始年月

日(2回目)

住宅借入金等

特別控除の額

の内訳

住宅借入金等特別

控除適用数 1
居住開始年月

日(1回目) 3

個人番号 4 5 6 7 8 9

氏名

　
　
控
除
対
象
扶
養
親
族

1

フリガナ ﾖﾅﾊﾞﾙ　ﾊﾅｺ 区

分

7 8 9 0 3 4

3

フリガナ ﾖﾅﾊﾞﾙ　フク 区

分

1 0 1 2

4

フリガナ

3

5人目以降の控除

対象扶養親族の個

人番号
氏名 与那原　葉菜子 氏名 与那原　次郎

個人番号 3 4 5 6
1

6

歳
未
満
の
扶
養
親
族

1

フリガナ ﾖﾅﾊﾞﾙ　ｼﾞﾛｳ 区

分

7 8 9

1 0 1 2

区

分氏名 与那原　一郎

6

2

フリガナ ﾖﾅﾊﾞﾙ　ｲﾁﾛｳ 区

分 ○
2

フリガナ

0 1 2 3 4 51 2

9

個人番号

4 個人番号

16

氏名

5人目以降の16歳

未満の扶養親族の

個人番号
氏名 与那原　フク 氏名

3個人番号 4 5 6 7 8

3

フリガナ

4

フリガナ

区

分

3 4個人番号 5 6 7 8 9 5 個人番号1 0 1 2

個人番号

区

分氏名 氏名
区

分

特

別

そ

の

他
就職 退職 年 月

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

 

婦

ひ

と

り

親

個人番号

明 大 昭 平 年

勤

労

学

生

中途就・退職 受給者生年月日

支
払
者

個人番号又は

法人番号
1 3 9 8 7 6

1◯ 5 5

2
(右詰で記載してください)

60,000

住所(居所)

又は所在地 沖縄県与那原町字上与那原16番地

氏名又は名称 株式会社　よなばる 098-945-4477(電話)

5 4 3 2 1 1

10 10○ 34

月 日日

控
除
対
象
扶
養
親
族

★普通徴収への切替申請について★

個人住民税（町・県民税）を給与から特別徴収でき

ない方（下記事項のいずれかに該当する方）について

は、「給与支払報告書摘要欄に該当記号（a～

f）をご記入下さい。」

a . 常時２人以下の家事使用人のみの事業所

b．給与の支給期間が１月を超える者（例：2月に1回

給与が支給される者）

c．退職者または休職者（5月31日までに予定している者を含む）

d．給与額が少なく税額が引けない者

e．他の事業所で特別徴収されている者（乙欄）

f．事業所専従者（青色申告者は除く）

上記a～ｆの該当がある場合、普通徴収切替申請書

（オモテ）にて該当者の人数を記入し、普通徴収切替

申請書を仕切りとして該当者の給与支払報告書を重ね

て提出して下さい。（★並び順★参照）

普通徴収切替申請書および該当記号の記

入がない場合は、特別徴収となります。

a～fの該当する項目を記入

c

★並び順★

給与支払報告書

（個人別明細書）

⑤退職者

④普通徴収

③普通徴収切替
理由書

①総括表

②特別徴収


